新型インフルエンザに関する北海道要請行動

自治労北海道本部は、9月10日（木）、新型インフルエンザに関する北海道要請行動を別紙内容のとおり行った。

全国的に新型インフルエンザが流行期にはいる中、９月９日に新型インフルエンザでの死亡例が大阪府で12例目が発生（因果関係は不明）、北海道でも８月末には道職員（保健師）が死亡した（因果関係は不明）。とりわけ、北海道地区は寒季のインフルエンザ流行期にむけ、大流行の兆しがクラスターサーベイランス調査でも現れており、あらためて、新型インフルエンザに対する北海道の対応強化が必要になっている。

これらのことから、冒頭、自治労道本部・杉谷副委員長が、全体的な新型インフルエンザの状況と北海道の対応、取り組み強化について申し入れ、趣旨説明を行い、具体的要請内容説明を行った。

北海道は、保健福祉部保健医療局健康安全室・杉本勝俊室長、同・小林基雄惨事が対応、「北海道としても道職員の死亡については重大に受け止め、今回の要請について次のように回答した。
· 感染拡大防止、予防、体制強化の観点からと受け止めている。感染予防と自己管理の徹底を今後とも道民、職員に対し行い感染防止に努めていきたいと思っている。

· また、新型インフルエンザの情報発信はマスコミ等を通し行っているが、引き続き情報の発信に努めていきたい考えである。

· 新型インフルエンザワクチンについては供給量が課題ではあるが、優先接種対象者への周知を徹底していきたい、また、ワクチン接種費用については、国の考え方があるが、自治労の考え方は国に伝えていきたいと思う。

· 新型インフルエンザのこの間の対応については職員、組合員の協力を感謝するとともに、今後の感染推移と業務量を見守りながら適切に対応したいと考えている。
· 医療機関の発熱外来等の財政支援については、国の支援策とともに、道としても新型インフルエンザの財政支援として１億円（道議会２定）措置してきたところであるが、平成22年度予算についても考慮していきたいと考えている。
· 国に対しても医療機関に対する財政支援について、知事会等をとおし要望していきたいと考えている
と回答。

最後に、杉谷副委員長が、医療機関従事者のワクチン接種について道が積極的に費用負担し感染防止に努め拡大防止に努めるべきでではないか。十分協議していただきたいとして要請行動を終えた。

